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3. ステークホルダーエンゲージメントの状況 

 事業者は、重要な環境課題への対応に影響を与えるステークホルダーと良好な関係を築き、重要な環境課題

の特定や対応方針の決定・実行プロセスを円滑に進めるために、ステークホルダーエンゲージメントを実施

する場合があります。その実施状況について情報開示することは、事業者がステークホルダーの意向にどの

ように配慮しているかを示す有効な手法です。 

ステークホルダーエンゲージメントの状況の意義 

 ステークホルダーは事業者との間に何らかの利害関係を有するか、事業者の事業に関心のある個人またはグ

ループです。ステークホルダーとの関係は、事業者との相互的な影響から生じており、影響の与え方・受け

方には、1) 事業者や事業者の活動に影響を与える、2) 事業者や事業者の活動から影響を受ける、3) 事業者

や事業者の活動に影響を与えると同時に、事業者や事業者の活動からも影響を受ける、の3パターンがあり

ます。これらの利害関係者には、株主、債権者、投資家、従業員、労働組合、取引先、消費者、地域社会、

NGO・NPO、政府・自治体等が含まれます。 

 ちなみに、投資家には潜在的な投資家や消費者等まで含まれるため、ステークホルダーの範囲は最終的に社

会全体に及ぶことになります。 

図表 1 事業者とステークホルダーの影響パターン 

 

 ステークホルダーエンゲージメントは、事業者がステークホルダーのことをよく理解し、ステークホルダー

とその関心事を、事業活動と意思決定プロセスに組み込む組織的な試みであり、事業者が単独で実施する場

合やステークホルダーと協働して実施する場合等、多様な行動形態を含んでいます。 

 ステークホルダーエンゲージメントには、大別して、情報伝達（communication）、諮問・相談（consultation）、

対話（dialogue）、協働（partnership）の4つの行動形態があるといわれています10。 

 情報伝達は、報告書の発行、報道発表、記者会見、資料配付等による、事業者のステークホルダーに向けた

片務的な情報提供行為を意味しています。ただし、この場合は、報告書のアンケート回収等を除き、一般的

に、エンゲージメント結果（情報提供を受けたステークホルダーの反応）について、事業者がステークホル

ダーから何らかのフィードバックを受けることはありません。 

                                                   
10 AccountAbility, UNEP & ARAC, The Stakeholder Engagement Manual (Volume 1), 2005. 
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 諮問・相談は、事業者がステークホルダーから意見聴取する行為で、アンケート調査やステークホルダーへ

の諮問が含まれており、アンケート結果に関連して、事業者からステークホルダーへ何らかのフィードバッ

クが行われる場合もあります。 

 対話は事業者とステークホルダーの意見交換の場です。ここには属性の異なる複数のステークホルダーから

構成される会議体やステークホルダー代表による諮問委員会等が含まれており、事業者は、エンゲージメン

トへの対応を通じて、ステークホルダーへのフィードバックを行うのが一般的です。 

 協働は事業者とステークホルダーが協働して特定のプロジェクトに取り組む行為です。生物多様性に関する

調査等のように事業者がNGO等と協働して行う取組や、海外での植林活動等のように事業者とステークホ

ルダーによる共同事業の運営等が含まれます。ステークホルダーは行為当事者なので、エンゲージメント結

果は事業者と相互にフィードバックし合う関係になります。 

 環境報告ガイドライン 2018年版が記載事項に指定する「ステークホルダーエンゲージメントの状況」は、

事業者が実施したステークホルダーエンゲージメントの状況説明であり、どのカテゴリーのステークホルダ

ーに対して、どんな形態のエンゲージメントを、どのように実施したのかについての実態開示を促していま

す。例えば、ESG 投資家と事業者の重要な環境課題への対応について日常的・継続的に対話している場合

であれば、その旨と実施結果（対話・説明会の回数、得られた成果等）を具体的に説明します。 

ステークホルダーエンゲージメントの状況情報の必要性 

 ステークホルダーとの良好な関係は事業主にとって一種の経営資源であり、その意向や動向を無視して事業

を行うことはリスク要因にしかなりません。継続的なステークホルダーエンゲージメントを通じて良好な関

係を強化することが事業を円滑に進めるポイントです。ステークホルダーエンゲージメントの状況に関する

情報開示は、事業者がステークホルダーに配慮しながら事業を進めていることをステークホルダーに伝える

有効な手段であり、両者の関係強化に貢献します。 

 事業者の社内では、ステークホルダーエンゲージメントの状況を情報化することで、様々なチャネルを通じ

て実施する多様なステークホルダーエンゲージメントの全体像を俯瞰できるようになり、ステークホルダー

エンゲージメントに対する従業員の意識・スキル向上に役立つだけでなく、ステークホルダーエンゲージメ

ントの将来的な改善に重要な基礎データの提供が可能となります。 

 環境デューディリジェンス11を実施する場合は、生物多様性のように、専門的なNGO とのエンゲージメン

トなしには早期の問題解決が困難な課題があります。そうしたケースでは、デューディリジェンス・プロセ

スに情報開示が組み込まれているために、ステークホルダーエンゲージメントの状況に関する情報開示が必

ず求められることになります。 

 

                                                   
11 「環境デューディリジェンス」については、本解説書の第2章4.「リスクマネジメント」を参照。 
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報告事項 

□ ステークホルダーへの対応方針 ･･･ ① 

 ステークホルダーへの対応方針では、重要な環境課題への対応に際して、どのようにステークホルダーエ

ンゲージメントを利用するのかを、ステークホルダーの特定方針やステークホルダーエンゲージの実施方

針によって、説明します。 

 明文化された方針を策定していない場合でも、ステークホルダーに関する基本的な考え方が確立されてい

る場合は、それもステークホルダーへの対応方針に含めます。 

 ステークホルダーエンゲージメントやステークホルダーに対する方針がない場合は、その旨を記載しま

す。 

開示例 

□ 実施したステークホルダーエンゲージメントの概要 ･･･ ② 

 実施したステークホルダーエンゲージメントの概要は、1) エンゲージメント対象はどのカテゴリーのス

テークホルダーか、2) そのステークホルダーの主な課題は何か、3) エンゲージメント手段として何を実

施したか、4) エンゲージメントの実施頻度はどの程度か、に留意して説明します。 

 重要な環境課題への対応に関する取組状況について、ステークホルダーからのフィードバックを得ている

場合は、その旨も説明することが望まれます。 

 ステークホルダーエンゲージメントの概況を説明する際は、図・表のような視覚的な方法を活用して、ス

テークホルダーエンゲージメントの全体像を理解しやすくする工夫が望まれます。 

 

・ステークホルダーとの良好な関係作りは、当社が持続的な成長を目指す上で不可欠な要素であり、

重要な経営課題として全社的に取り組むことを基本方針にしています。 

・重要な環境課題への対応に関わるステークホルダーは、顧客、株主・投資家、従業員、取引先、地域

社会、行政であり、各ステークホルダーとのエンゲージメントを通じて集積した意見・意向を分

析して、重要な環境課題を抽出しています。 

・グローバルベースで対応が必要な環境課題については、情報を社内で共有し、課題解決に向けて全力

で取り組みます。 



38 

 

開示例 
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参考になる実例 

実例１ KDDI株式会社 
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（出所）KDDI株式会社「サステナビリティレポート 2020」 
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実例２ 株式会社小松製作所 

 

 

（出所）株式会社小松製作所「ESGデータブック 2020」 
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実例３ 本田技研工業株式会社 

 

 

（出所）本田技研工業株式会社「Honda Sustainability Report 2020」  


